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規制改革実施計画 

 

令 和 ４ 年 ６ 月 ７ 日 

閣 議 決 定 

 

 

近年、国内外の情勢変化のスピードが一層増す状況下において、我が国が豊かで活力あ

る国で在り続けるためには、不断の規制改革の取組を通じて、時代に適合した規制の在り

方を模索し、実現していかなければならない。これにより国民生活の安定・向上及び経済

活性化への貢献並びにそれらを通じた国の成長・発展を図ることは、内閣の重要課題の一

つとなっている。 

この規制改革をより一層推進するため、規制改革を総合的に調査審議する内閣総理大臣

の諮問機関である「規制改革推進会議」を常設の会議体として令和元年 10 月に設置して

以降、規制改革推進会議においては、令和２年７月２日、令和３年６月１日に答申が提出

されていたが、その後引き続き検討を行い、「規制改革推進に関する答申」（令和４年５

月 27 日）が内閣総理大臣に提出された。 

上記答申等を踏まえ、対象となった規制や制度、その運用等については、直ちに改革に

着手し、期限を定めて着実に実現を図っていくため、下記のとおり規制改革実施計画を定

める。 

 

記 

 

I 共通的事項 

１．本計画の目的 

本計画は、経済社会の構造改革を進める上で必要な規制の在り方の改革（情報通信技術

の活用その他による手続の簡素化による規制の在り方の改革を含む。）を推進することを

目的とする。 

 

２．本計画の基本的性格 

上記の目的を達成するため、本計画においては、当面の改革事項として、「規制改革推

進に関する答申」（令和４年５月 27 日）等により示された規制改革事項について、それ

ぞれ期限を定めて取り組む事項として確定することにより、その着実な実施を図る。 

 

３．規制改革の推進に当たっての基本的考え方 

「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」をコンセプトにした新しい

資本主義の実現のためには、規制・制度を不断に見直していくことで、成長と分配の好循

環の起爆剤となる「経済成長」を実現することが必要不可欠である。規制改革により、「人」

への投資を促進するとともに、新たな成長産業を創出し、力強い成長を生み出すための規

制改革を推進していく。 
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このため、本計画においては、「規制改革推進に関する答申」により示された規制改革

事項に加え、デジタル臨時行政調査会、再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タ

スクフォース等における取組及び国家戦略特別区域、規制のサンドボックス制度を活用し

た取組を一体的に取りまとめ、政府全体として強力に規制改革を推進していくこととして

いる。 

具体的には、分野横断的な取組として、デジタル原則に照らした規制の横断的な見直し、

地方の人手不足や「人」の活躍に資する資格要件の見直し、事業者等の負担軽減を図るた

めのローカルルールの見直し等を進める。 

さらに、個別分野として、「スタートアップ・イノベ―ジョン」、「グリーン」、「デ

ジタル基盤」、「人への投資」、「医療・介護・感染症対策」、「地域産業活性化」にお

いて重点的に規制改革を進めていく。 

 

４．規制改革・行政改革ホットライン 

役所の縦割り、前例主義の是正を始めとする規制改革・行政改革の推進に当たり、広く

国民・企業等から寄せられる要望（各種手続の簡素化等を含む。）について、「規制改革・

行政改革ホットライン（縦割り 110 番）」により受け付け、迅速に対応している。 

今後、規制改革を進めるに当たり、このように国民・企業等からの要望を幅広く受け止

め、その声を検討の俎上に乗せるための仕組みを引き続き活用することが重要である。 

 

５．計画のフォローアップ 

内閣府を始めとする関係府省及び規制改革推進会議は、本計画に定められた事項の実施

状況に関するフォローアップを行う。関係府省は、規制改革推進会議の求めに応じ、決定

事項の実行に先立ち、その方針について、規制改革推進会議のレビューを受ける。また、

内閣府及び規制改革推進会議は、規制改革に関する既往の閣議決定の実施状況についても、

必要に応じ、フォローアップを行う。これらのフォローアップの状況については、令和４

年度末時点で整理し、公表する。 
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II 実施事項 

１．デジタル原則を踏まえた規制の横断的な見直し 

国民がデジタル技術を活用したより良いサービスを享受し、成長を実感できる社会の実現

に向け、経済社会の仕組みをデジタル時代に合ったものに作り直していくため、デジタル原

則に照らして国の規制・制度を横断的に見直す観点から、以下の事項について重点的に取り

組む。 

 

(1)目視に係る規制の見直し 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

1 
目視規制の見直しの着実

な推進 

「デジタル原則に照らした規制の一括見

直しプラン」（令和４年６月３日デジタル臨

時行政調査会決定）に基づき、デジタル原則

への適合性の点検・見直しの対象となる目視

規制について、規制所管府省は、点検・見直

しを確実に実施する。 

速やかに検討を開

始し、可能なもの

から順次措置 

内閣官房 

内閣府 

警察庁 

個人情報保護

委員会 

金融庁 

デジタル庁 

復興庁 

総務省 

法務省 

外務省 

財務省 

文部科学省 

厚生労働省 

農林水産省 

経済産業省 

国土交通省 

環境省 

原子力規制庁 

人事院 

 

(2)実地監査に係る規制の見直し 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

2 
実地監査規制の見直しの

着実な推進 

 「デジタル原則に照らした規制の一括見直

しプラン」に基づき、デジタル原則への適合

性の点検・見直しの対象となる実地監査規制

について、規制所管府省は、点検・見直しを

確実に実施する。 

速やかに検討を開

始し、可能なもの

から順次措置 

内閣府 

警察庁 

金融庁 

法務省 

財務省 

文部科学省 

厚生労働省 

農林水産省 

経済産業省 

国土交通省 

原子力規制庁 

人事院 

3 

電力・都市ガス・高圧ガ

スの分野における保安の

テクノロジー化（スマー

ト保安に向けた規制見直

し） 

経済産業省は、電力、都市ガス及び高圧ガ

スの分野において、テクノロジーを活用しつ

つ自立的に高度な保安を確保できる事業者

（以下「高度保安事業者」という。）について

は、行政の適切な監査・監督の下で、画一的

な個別・事前規制から、事業者の保安力に応

措置済み 経済産業省 
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